
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

磐田市の給与・定員管理等について

実質収支 （参考）

給　 料 職員手当

区　　分

給 与 費

　　　　　計　　　　　Ｂ

Ｂ

歳 出 額住民基本台帳人口

1,589,406千円

　　　　　　Ａ

(R6.1.1現在）
外国人を含む

166,684人

職員数

5年度

Ａ

期末・勤勉手当

17.4%11,363,165千円

区分

4,158,246千円

70,583,435千円

6,108千円

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

4年度人件費率

一人当たり給与費

2　職員数については、令和５年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、再任用職員（短時間勤務）
及び会計年度任用職員を含まない。

3　給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれているが、会計年度
任用職員の給与費は含まれない。

5年度 1,088 人

人 件 費 率

Ｂ／Ａ　　　

16.1%

人 件 費

6,645,715千円

3,325,539千円

898,063千円

(注）
１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員
数（構成）を用いて学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（1）適用職員の俸給月額を
100として計算した指数。

２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手
当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて
補正したラスパイレス指数。
（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給
率）により算出。）

３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（給与減額の状況） 実施していない
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(4)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

（参考）

令和５年度の

支給割合

6%

6%

令和３年度の

支給割合

6%

6%

令和４年度の

支給割合

6%

6%

令和元年度

の

支給割合

6%

6%

令和２年度の

支給割合

6%

6%

平成29年度

の

支給割合

6%

6%

平成30年度

の

支給割合

6%

6%

6%

6%

平成28年度の

支給割合

平成26年度

の

支給割合

3%

3%

平成27年度の支給割合

４月１日時点 遡及改定後

4%

4%

5%

5%

国基準によ
る支給割合

磐田市の支
給割合

①給料表の見直し
［ 実施 未実施］
（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２．３％引下げ。ただし、若年層につい
ては、人材確保の影響を考慮し、初任給に係る号級を中心に引下げを行わず、高齢層については、世代間の
給与配分の適正化のため、最大８．７％の引下げを実施。なお、激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日
まで）の経過措置（現給保障）を実施。
他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）
（支給割合）国基準６％に対し、磐田市においても６％を支給。
（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年４月１日時点は
４％、給与改定後は平成２７年４月に遡及し５％、平成２８年４月１日から６％を支給。

③その他の見直し内容
管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

　　　　②技能労務職

人 円 円 円
人 円 円 円
人 円 円 円
人 円 円 円
人 円 円 円

人 円 円

円
円
円
円

円 円
円 円
円 円
円 円

※

※

※

　　　　③消防職

（注）

円

平均給与月額

351,045

円

本市技能労務職員の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致
するものではありません。

年収ベースの『公務員（C)』及び『民間（D)』のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員におい
ては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

１　「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。

区 分

平均年齢

330,554

円

404,560 円

431,409

365,667

286,942

44.7歳

平 均 年 齢

42.4歳

円

322,487

磐田市

静岡県 42.5歳

国

327,900

円

370,460

359,574

404,015

416,636

磐田市 －

53.4歳

53.9歳

平均給料月額

42.4歳

区　　　分

清掃職員 廃棄物処理業従業員

416,863

清掃職員

用務員

－

平均給与月額
（国比較ベース）

平均給与月額

平均給料月額

368,193330,675 円

平均給与月額
（国比較ベース）

円

公　　務　　員

円

平均給与月額（A)
平均給与月額
（国ベース）

平均年齢

類似団体 321,028 円円

区　　　分

－
5,595,135

51.5歳

1.08
1.28

－

自動車運転手

219,700

C／D

年収ベース（試算値）の比較

調理士

自動車運転手

4,321,100

調理士

民間（D)

44.1歳

1.965,606,047 2,862,300

49.1歳

磐田市 －

公務員（C)

区 分 平 均 年 齢

5,320,589

清掃職員

磐田市

自動車運転手

用務員

調理士

用務員
調理士

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（令和２年～令和４年の
３カ年平均）

円

区　　　分

国

自動車運転手

51.2歳

類似団体

3,319,100

円

241,700

1.60

円

1.12

306,518 円

364,170

民　　間

A／B

3,597,501

403,222

用務員 3,253,900

310,800

254,300

47.3歳
61.1歳

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸
手当の額を合計したものである。（国ベース）の欄には、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤
務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

磐田市 円313,40039.7歳

347,505

25

対応する民間の類似職種

1

円

1.11

平均給料月額

38.3歳

255,142

757.1歳

－

309,300
292,000

1.29

34.7歳 240,700

332,727

326,716

参考

平均給与月額（B)

303,400

1.64

－

-

44 302,500

職員数

1,941

338,592
349,437

329,178

11 317,756
260,942



(2) 職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円

円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）それぞれの経験年数に該当する職員の平均額になります。該当する職員がいない場合は「-」となっています。

364,700

経験年数30年

185,200

―

静岡県

385,300

―

154,600

379,900

355,700

366,000

267,200

202,400

202,400

磐　田　市　

高　校　卒

技能労務職

―

高　校　卒

経験年数20年経験年数10年

区　　分

大　学　卒

－

400,500357,200

経験年数25年

170,900

232,400

161,903

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

170,900高　校　卒

一般行政職
大　学　卒

308,900

大　学　卒

高　校　卒

391,400

―

一般行政職

164,000
技能労務職

高　校　卒

大　学　卒

332,100

－

消　防　職
－

159,763

―267,200

－

365,100

国

195,323

―

―

消　防　職

―

区　　　         分

173,700

－

146,517 －

――



３　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和６年４月１日現在）

（注）１　磐田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

４級

１級

５級

42人 7.6%

2.9%

係長、主査

６級 39人

課長、参事、技監、支所長７級

323,100

305,200

411,300

21.9%

249,400

7.1%

382,000

394,000

553人

最高号給の給料月額

課長補佐、主幹

８級

合　　計

17.9%

100.0%

16人部長、参与、理事

副主任、高度の知識経験を必要と
する主事・技師

208,000

240,900

295,400

410,300

446,200

482,600

121人

主任 149人

52人

99人

365,500

３級

35人

351,000

6.3%

区　　分

相当高度の知識経験を必要とする
主事・技師

標準的な職務内容 1号給の給料月額

9.4%２級

主事補、技師補、主事、技師 162,100

26.9% 271,600

構成比職員数

１級, 6.3% １級, 6.4% １級, 6.0%

２級, 9.4% ２級, 8.9% ２級, 9.3%

３級, 21.9% ３級, 21.1% ３級, 22.3%

４級, 26.9% ４級, 27.8%
４級, 29.5%

５級, 17.9% ５級, 17.3%
５級, 15.4%

６級, 7.1% ６級, 7.7% ６級, 8.1%

７級, 7.6% ７級, 7.7% ７級, 5.7%

8級, 2.9% 8級, 3.1% 8級, 3.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和６年の構成比 １年前の構成比 平成31年の構成比



　(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和６年４月１日現在）

　 (３) 昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）（磐田市）

○ ○

昇給実績が
ある区分

○

一般職員

昇給可能
な区分

　　　　　標準、下位の区分

　活用している活用区分

　　　　　上位、標準の区分

○

昇給実績が
ある区分

　　　　　上位、標準、下位の区分

令和５年度中における運用

昇給可能
な区分

管理職員

　イ．人事評価を活用している

　ロ． 人事評価を活用していない

　　　　　活用予定時期

　　　　　標準の区分のみ（一律） ○

○

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

国10級

国９級

国８級市８級

国７級市７級

国６級市６級

国５級市５級

国４級市４級

国３級市３級

国２級市２級

国１級市１級

磐田市 （R６）

国家公務員 （R６)

昇 給

令和６年４月１日時点



4　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和５年度） １人当たり平均支給額（令和４年度）

千円　

（令和５年度支給割合） （令和４年度支給割合） （令和４年度支給割合）

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

(2) 退職手当（令和６年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

(その他の加算措置) (その他の加算措置)

応募認定・定年

千円 千円

退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

(3) 地域手当（令和６年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

○

1,707

静岡県

勤勉手当

1,636

(1.35)

勤勉手当期末手当

令和５年度中における運用

28.0395

39.7575

28.0395

　ロ． 人事評価を活用していない

　　　　　上位、標準の成績率 ○

2.40

　・役職加算　5～20％

一般職員

○

　　　　　標準、下位の成績率

支給可能な
成績率

　・役職加算　5～20％

支給実績が
ある成績率

国

(0.95)

磐田市

237,164

2.45

　活用している成績率

○

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

47.709 47.709

　　　　　上位、標準、下位の成績率 ○

2.00

期末手当

　　　　　活用予定時期

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　      応募認定・定年

―

(1.35)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

24.586875

(0.95)(1.375)

期末手当

2.40

　・管理職加算　10～25％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.975)

　・役職加算　5～15％

勤勉手当

19.6695

国

19.6695 24.586875

　・管理職加算　20～25％

　　　　　標準の成績率のみ（一律）

　イ．人事評価を活用している

○

支給可能な
成績率

職制上の段階、職務の級等による加算措置

33.27075

管理職員

定年前早期退職特例措置　2～45％加算定年前早期退職特例措置　2～45％加算

47.709

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

磐田市

33.27075

支給実績が
ある成績率

39.7575

269,182支給実績（令和５年度決算）

自己都合

（注）

8,972 18,648

全地域 6 61,135

2.00

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

2.05

千円

47.709

国の制度（支給率）

１人当たり平均支給額
（令和5年度決算）

47.709 47.709



(4) 特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

千円

　円

　％

１勤務につき650円

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

日額1,000円

716 千円 月額1,500円

952 千円

１勤務につき200円（大型
車）
１勤務につき100円（普通
車）

5,380 千円 １件につき200円

2,269 千円 月額4,000円

10,677 千円

日額300円

日額300円

167 千円

日額750円

日額1,000円

市税等滞納処分作業に従
事したとき

日額250円

日額350円

１個につき500円

河川等汚泥処理作業に従
事したとき

827 千円

日額500円

１件につき300円

241 千円

ごみ処理作業に従事したとき

高所深所作業に従事したとき

290 千円

8 千円

130 千円

そ族昆虫駆除作業に従事し
たとき

災害応急作業に従事したとき

１件につき5,000円

重機運転作業に従事したとき

1個につき30円

１件につき500円
1件につき3,000円

死亡獣畜作業に従事したとき

アスファルト舗装作業に従
事したとき

し尿処理作業に従事したとき

救急救命士が救急業務に
従事したとき

１件につき500円

消防士で災害事故等に出
動したとき

機関員（消防車の運転手）
が救急車・ポンプ車・はしご
車・化学車・救助工作車を
運転しとき

１件につき1,000円

日額250円

7 千円

１件につき1,000円

救助隊員が救助業務に従
事したとき

主な支給対象業務

右記業務に従事した職員

22,303

右記業務に従事した職員

１件につき500円

右記業務に従事した職員

支給実績
令和５年度決算

右記業務に従事した職員

24

右記業務に従事した職員

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価

胞衣処理作業に従事したとき

右記業務に従事した職員
家畜伝染病防疫作業に従
事したとき

右記業務に従事した職員

野犬捕獲作業に従事したとき

右記業務に従事した職員

非常災害業務手当

手当の名称

右記業務に従事した職員

危険作業手当

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

消防業務手当

右記業務に従事した職員

市税等滞納処分作業手当

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

下水道管きょ内作業に従事
したとき

28 千円

交替制勤務の消防士が、深
夜において消防業務・救急
業務に従事した場合

犬猫死体取扱作業に従事
したとき

行旅死亡人取扱作業に従
事したとき

１件につき500円

107,743

職員全体に占める手当支給職員の割合 18.2

右記業務に従事した職員

行旅病人取扱作業に従事
したとき

浮浪者取扱作業に従事した
とき

不快作業手当

重勤務作業手当

右記業務に従事した職員

主な支給対象職員

支給実績（令和５年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

471 千円

140 千円
感染症等防疫収容作業に
従事したとき



(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（令和６年４月１日現在）

円

円

円

円

異

17,455

281,964円

管理職手当 -

●片道2ｋｍ以上の通勤者
　　交通機関等利用者の最高支給限度額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55,000円
●交通用具利用者
　　通勤距離により　　月額5,800円～25,400円

交通用具利用
者の距離区分、
手当額等の相
違

異なる内容

扶養手当

なし同
●月額16,000円を超える家賃を支払っている場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　支給限度額28,000円

住居手当

通勤手当

●配偶者のない場合
　子　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　月額10,000円
　子以外　　　　　　　　　　　　　　　　月額   6,500円

※満16歳の年度初めから満22歳の年度末
　　までの子がいる場合の加算1人につき
                                         　月額 5,000円

同

消防

支給実績（令和５年度決算） 273,787

市長部局 172,798

83,534

国の制度と

13,879

との異同

286,530円

支給職員１人当たり

103,749

千円なし

教育委員会

国の制度 支給実績
（令和５年度決算）

消防

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和５年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数
（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。

278,794

179,876

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

千円

手　当　名

支給実績（令和４年度決算）

平均支給年額

市長部局

千円

千円

111,318

（令和５年度決算）

教育委員会

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

内容及び支給単価

618,466104,521

118,355

85,039

302,16158,619

-

267,771

定額支給

●部長級 84,800円・71,300円

●課長級 65,600円・53,800円

●課長補佐級 41,900円・35,600円

●園長 23,500円



5　特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在）

円 円／ 円／

円

円 円／ 円／

円 円／ 円／

円 円／ 円／

円 円／ 円／

円 円／ 円／

月分 ※加算措置あり

月分 ※加算措置あり

＊類似団体の欄については、公表があり次第掲載します。

区　　　分

　　（算定方式）

副 議 長

議 長

期
末
手
当

市 長

副 市 長

教 育 長

副 議 長

教 育 長

退
職
手
当

市 長

副 市 長

在職年方式【220/100（年）】

退職した日から1ヶ月以内在職年方式【300/100（年）】

報
酬

議 員 420,000

退職した日から1ヶ月以内在職年方式【500/100（年）】

465,000

4.50

議 員

553,000430,000

給
料

市 長

470,000

710,000

副 市 長

議 長

780,000

520,000

960,000

給 料 月 額 等

858,000

883,000

1,080,000

（参考）類似団体における最高／最低額

580,000

　　（令和５年度支給割合）

3.40

退職した日から1ヶ月以内

　（支給時期）

　　（令和５年度支給割合）

848,700

教 育 長

520,000

719,800



6　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

※[     ]内は、条例定数の合計です。

水道

96

小　計

小　計

教育

農林水産

土木

消防

[2,329 ］

225

47 50

1

2,083

21

1,005995

26

小　計

合　　計

公
営
企
業
等
会
計
部
門

20下水道

694

69

26

207

1,088

201 202

労働

5

8

0

29

71

230

1税務

7
一
般
行
政
職
部
門

衛生

98

8

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

民生

商工

普
通
会
計
部
門

職 員 数

議会

総務

0

令和6年

対前年
増減数令和５年

主な増減理由

57

組織変更に伴う職員の増

業務増による

新型コロナワクチン事業の終了▲ 2

1

2

1

＜参考＞
人口１万当たり職員数　41.43人
（類似団体の人口１万あたりの職員数　52.79人）

177

2

56

209

170

0

28

0

0

680

病院

その他

907

▲ 1

1,105 17

914 7

21 20

10

[2,329 ］

2,110

課内事務の変更

組織変更に伴う職員の増

[     -      ］

課内事務の変更

3

27

組織変更に伴う職員の増

業務増による

＜参考＞
人口１万当たり職員数　125.96人

＜参考＞
人口１万当たり職員数　65.96人
（類似団体の人口１万あたりの職員数　70.49人）

業務増による

14

業務増による

組織変更に伴う職員の増
非正規職員の正規への置き換え

業務増による
非正規職員の正規への置き換え



(2) 年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在）

(3) 職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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人
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人
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～
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～
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人

00

47歳 55歳

～

44歳

52歳
～ ～

51歳 59歳

～

214

06年

0

59歳

～ ～

計

2,110

以上

60歳

計

人 人

47歳 51歳

～ ～

0

人

人 人

694

43歳

人

55歳

人

過去５年間の
増減数（率）

75184

201

259

03年 05年

680

0

人

56歳

人人

156

人

人

～

227

675 15

48歳

(2.2%)

04年

677

02年

(3.5%)

普通会計計

0

9202 (4.7%)

職員数
人 人

3

一般行政

31年

2,110 72

1,105

39

総合計 2,038

1005976

2,062 2,054 2,059

公営企業等会計計 966

2,083

1,072 1,096

207

979

200 207

1,088

995

(3.1%)33

209 (4.5%)9

(4.0%)

人

185

教育 203

205

194

207

198193

消防

31歳

679

240

人

688

35歳

165 225

人

　　　　　　　　　　　年度

　部門別

～

人

966

40歳
～

1,0801,078

177

32歳 36歳

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%
構成比

R6構成比

H31構成比

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%
構成比

R6構成比

H31構成比



7　公営企業職員の状況

（１）病院事業

①職員給与費の状況

ア　決算

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。
２　職員数は、令和６年３月３１日現在の人数である。また、会計年度任用職員を含まない。

イ　特記事項

な し

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和６年４月１日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（５年度） １人当たり平均支給額（５年度）

千円　 千円　

（令和５年度支給割合） （令和５年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和６年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

(その他の加算措置) (その他の加算措置)

応募認定・定年 応募認定・定年

千円 千円 千円 千円

退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

8,065,608千円

５年度

職員給与費　Ｂ
（参考）
４年度の総費用に占める
職員給与費比率

区分
職員数 給 与 費 一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 　　　　　計　　　　　Ｂ

2.05

区　　　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

職員手当給　 料

1,597

期末・勤勉手当

(1.375) (0.975)

40.3歳 332,989円

2.45

1,366,673千円

勤勉手当勤勉手当 期末手当

看　護　師

医療技術員ほか

1,636

36.0歳 330,324円 508,658円

515,925円

24.58688

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

28.040 33.2708 28.040 33.2708

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

19.670 24.58688 19.670

（注）

39.758 47.71 39.758 47.71

18,648

47.71 47.71 47.71 47.71

20,519

自己都合

定年前早期退職特例措置　2～45％加算

１人当たり平均支給額
（令和５年度決算）

自己都合

定年前早期退職特例措置　2～45％加算

8,972

１人当たり平均支給額
（令和５年度決算） 2,494

49.2%

医　　　師

9,103千円５年度 886

47.8%20,143,002千円

区分
純損益又は実
質収支

総費用に占める職員給
与費比率　　Ｂ／Ａ

総費用　Ａ

-1,640,388千円 9,628,810千円

2.45 2.05

41.5歳

3,621,371千円 3,077,564千円

磐田市立総合病院 磐田市（一般行政職）

507,499円 1,177,641円

(0.975)

磐田市（一般行政職）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

磐田市立総合病院

(1.375)

期末手当



ウ　地域手当（令和６年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

円

千円

円

支給実績（令和５年度決算）

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

支給実績（令和５年度決算） 206,594

782,172

支給実績（令和５年度決算）

病院に勤務する職員（医師を除
く。）で診療若しくは看護又は患
者に接する業務に従事したとき

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 762,133

支給実績（令和４年度決算） 671,886

665,342

病院に勤務する職員（医師を除
く。）で準夜勤務又は深夜勤務
で看護の業務に従事したとき

880,574

227,777

支給対象地域

全地域

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度）

病院勤務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

80.3

手当の種類（手当数）

夜間看護等手当

右記業務に従事した職員

医師を除く病院に勤務する職員

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

右記業務に従事した職員

能率手当

手術室勤務手当 医師を除く右記業務に従事した職員
病院に勤務する職員（医師を除
く。）で平日夜間及び土日・祝日
の緊急手術に対応したとき

167,038 千円

42,359 千円

1,032,326

7

主な支給対象職員 主な支給対象業務

医師を除く病院に勤務する職員

医務手当

手当の名称

病院に勤務する医師が診療、検
診、検疫に従事し能率をあげた
とき

病院に勤務する医師が診療、検
診、検疫、救護等に従事したと
き

6 907 6

134,248 千円

左記職員に対する支給単価

月額（給料月額の25～
60/100に55,000円を加え
た額）

月額
前々月の入院外来の診療収
益額から材料費を控除した額
の1/100を全医師数で除した
額と0.5/100を医長以上の数
で除した額を合計した額（医
師については前々月の入院
外来の診療収益額から材料
費を控除した額の1/100を全
医師数で除した額）

月額3,000～10,000円

1回につき4,000～8,000円

支給実績
令和５年度決算

505,768 千円

3,360 千円 月額10,000円

外来勤務手当 医師を除く右記業務に従事した職員
病院に勤務する職員（医師を除
く。）が、平日夜間及び土日・祝
日の外来業務に対応したとき

1,220 千円 月額10,000円

遅番勤務手当 医師を除く右記業務に従事した職員

病院に勤務する職員（医師を除
く。）で終了時間が午後8時以降
となる遅番勤務の看護業務に従
事したとき

26,581 千円 1回につき1,000円



カ　その他の手当（令和６年４月１日現在）

円

円

円

円

なし

98,739

（令和５年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 （令和５年度決算） 平均支給年額

一般行政職の制
度との異同

支給実績 支給職員１人当たり

837,135

245,794同 なし 千円74,721

294,036

111,823

千円63,218

28,463 千円

一般行政職の
制度と異なる
内容

●片道2ｋｍ以上の通勤者
　　交通機関等利用者の最高支給限度額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55,000円
●交通用具利用者
　　通勤距離により　　月額5,800円～25,400円

千円

-

同
●月額16,000円を超える家賃を支払っている場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　支給限度額28,000円

住居手当

管理職手当

通勤手当

扶養手当

-

●配偶者のない場合
　子　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　月額10,000円
　子以外　　　　　　　　　　　　　　　　 月額  6,500円

※満16歳の年度初めから満22歳の年度末
　　までの子がいる場合の加算1人につき
                                         　     月額 5,000円

同 なし

【行政職】

●部長級

84,800円・71,300円

●課長級

65,600円・53,800円

●課長補佐級

41,900円・35,600円

【医療職】

●病院長 156,000円

●副病院長 133,500円

●看護部長 96,600円

●部長 64,600円

●技師長・副部長

42,400円

●副看護部長40,200円



（２）水道事業

①職員給与費の状況

ア　決算

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。
２　職員数は、令和６年３月３１日現在の人数である。
３　上記「職員給与費 B」には、資本勘定支弁職員に係る職員給与費55,377千円を含まない。

イ　特記事項
な し

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和６年４月１日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（５年度） １人当たり平均支給額（５年度）

千円　 千円　

（令和５年度支給割合） （令和５年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和６年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

(その他の加算措置) (その他の加算措置)

応募認定・定年 応募認定・定年

千円 千円 千円 千円

ウ　地域手当（令和６年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

自己都合

18,648

全地域 6 20 6

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度

支給実績（令和５年度決算） 4,581

0 0

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 218,157

定年前早期退職特例措置　2～45％加算 定年前早期退職特例措置　2～45％加算

１人当たり平均支給額
（令和５年度決算）

自己都合 １人当たり平均支給額
（令和５年度決算） 8,972

39.758 47.71 39.758 47.71

47.71 47.71 47.71 47.71

19.670 24.58688 19.670 24.58688

28.040 33.2708 28.040 33.2708

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

水道事業 磐田市（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

2.45 2.05 2.45 2.05

(1.375) (0.975) (1.375) (0.975)

水道事業 磐田市（一般行政職）

1,373 1,636

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

区　　　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

磐田市 46.3歳 324,130円 458,268円

5年度 20 72,304千円 15,794千円

一人当たり給与費

3.5%

28,826千円 116,924千円 5,846千円

総費用　Ａ
純損益又は実
質収支

職員給与費　Ｂ
（参考）
４年度の総費用に占める
職員給与費比率

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　
区分

職員数 給 与 費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

3.1%5年度 2,422,447千円 334,758千円 84,932千円

区分
総費用に占める職員給
与費比率　　Ｂ／Ａ



エ　特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

円

千円

円

カ　その他の手当（令和６年４月１日現在）

円

円

円

円

5

千円

次亜塩素酸ナトリウム注入作業に従
事したとき

職員全体に占める手当支給職員の割合 10.0

重機運転作業手当

石綿管・鋳鉄管切断作業手
当

高所深所作業手当

次亜塩素酸ナトリウム注入作
業手当

なし同

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

なし

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員 重機運転作業に従事したとき

扶養手当

996

3,419

支給実績（令和４年度決算）

●配偶者のない場合
　子　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　月額10,000円
　子以外　　　　　　　　　　　　　　　　 月額  6,500円

※満16歳の年度初めから満22歳の年度末
　　までの子がいる場合の加算1人につき
                                               月額 5,000円

1,695

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

管理職手当 -

通勤手当 同

●片道2ｋｍ以上の通勤者
　　交通機関等利用者の最高支給限度額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 55,000円
●交通用具利用者
　　通勤距離により　　   月額5,800円～25,400円

- 1,290 千円 645,000

住居手当
●月額16,000円を超える家賃を支払っている場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　支給限度額28,000円

同 なし 199,200

115,740

276,300

支給実績 支給職員１人当たり
（令和５年度決算） 平均支給年額

（令和５年度決算）

2,763 千円

2,314,800 千円

一般行政職の制
度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

手　当　名 内容及び支給単価

179,945

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 84,728

右記業務に従事した職員

滞納処分作業手当 右記業務に従事した職員 滞納処分作業に従事したとき

支給実績（令和５年度決算）

右記業務に従事した職員 高所深所作業に従事したとき

石綿管・鋳鉄管切断作業に従事した
とき

支給実績（令和５年度決算） 56

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 27,850

手当の種類（手当数）

日額250円

日額100円

日額100円

日額300円

日額300円

支給実績
令和５年度決算

58 千円

左記職員に対する支給単価

●部長級 84,800円・71,300円

●課長級 65,600円・53,800円
●課長補佐級 41,900円・35,600円



（３）下水道事業

①職員給与費の状況
ア　決算

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。
２　職員数は、令和６年３月３１日現在の人数である。
３　上記「職員給与費 B」には、資本勘定支弁職員に係る職員給与費43,428千円を含まない。

イ　特記事項
な し

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和６年４月１日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（５年度） １人当たり平均支給額（５年度）

千円　 千円　

（令和５年度支給割合） （令和５年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和６年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

(その他の加算措置) (その他の加算措置)

応募認定・定年 応募認定・定年

千円 千円 千円 千円

ウ　地域手当（令和６年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

区分 総費用　Ａ
純損益又は実
質収支

職員給与費　Ｂ
総費用に占める職員給
与費比率　　Ｂ／Ａ

（参考）
４年度の総費用に占める
職員給与費比率

５年度 5,825,188千円 358,137千円 103,740千円 1.8% 1.7%

一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

19 76,336千円 13,786千円 32,160千円 122,282千円

区分

職員数 給 与 費

6,436千円

区　　　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

磐田市 45.3歳 346,217円 543,744円

５年度

下水道事業 磐田市（一般行政職）

1,576 1,636

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.45 2.05 2.45 2.05

(1.375) (0.975) (1.375) (0.975)

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

水道事業 磐田市（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

19.670 24.58688 19.670 24.58688

28.040 33.2708 28.040 33.2708

39.758 47.71 39.758 47.71

47.71 47.71 47.71 47.71

定年前早期退職特例措置　2～45％加算 定年前早期退職特例措置　2～45％加算

１人当たり平均支給額
（令和５年度決算）

自己都合 １人当たり平均支給額
（令和５年度決算）

自己都合

0 0 8,972 18,648

支給実績（令和５年度決算） 4,760

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 238,019

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度

全地域 6 19 6



エ　特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

円

千円

円

カ　その他の手当（令和６年４月１日現在）

円

円

円

円

支給実績（令和５年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合 0.0

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

令和５年度決算
左記職員に対する支給単価

重機運転作業手当 右記業務に従事した職員 重機運転作業に従事したとき 日額250円

石綿管・鋳鉄管切断作業手
当

右記業務に従事した職員
石綿管・鋳鉄管切断作業に従事した
とき

日額100円

次亜塩素酸ナトリウム注入作
業手当

右記業務に従事した職員
次亜塩素酸ナトリウム注入作業に従
事したとき

日額100円

高所深所作業手当 右記業務に従事した職員 高所深所作業に従事したとき 日額300円

83,390

滞納処分作業手当 右記業務に従事した職員 滞納処分作業に従事したとき 日額300円

支給実績（令和５年度決算） 2,468

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （令和５年度決算） 平均支給年額

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 129,884

支給実績（４年度決算） 1,584

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算）

1,504 千円

一般行政職の制
度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

支給実績

千円 336,000

（令和５年度決算）

扶養手当

●配偶者のない場合
　子　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　月額10,000円
　子以外　　　　　　　　　　　　　　　　 月額  6,500円

※満16歳の年度初めから満22歳の年度末
　　までの子がいる場合の加算1人につき
                                               月額 5,000円

同 なし

同 なし 2,506 千円

214,857

住居手当
●月額16,000円を超える家賃を支払っている場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　支給限度額28,000円

同 なし 1,008

125,310

管理職手当 - - 1,500 千円 499,833

通勤手当

●片道2ｋｍ以上の通勤者
　　交通機関等利用者の最高支給限度額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 55,000円
●交通用具利用者
　　通勤距離により　　   月額5,800円～25,400円

●部長級 84,800円・71,300円

●課長級 65,600円・53,800円
●課長補佐級 41,900円・35,600円


